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PwC の 「 監 査 委員 会  

優れた実務シリーズ」は、

監査委員会が最高のパ

フォーマンスを実現する

ための実務的かつ実行

可能な洞察、見解およ

びアイデアを提供する。

本モジュールでは、  

調査における監査委員

会の役割に関する重要

な検討項目について取

り上げる。 
 
 
 
 
 

 



 

 

「監査委員会 優れた実務シリーズ」の 
本モジュールでは、 
以下のような調査に関する重要な検討
項目について取り上げる。 

1. 調査に関する意思決定が調査監査委員会にとって重要な理由 

2. 十分な準備が大きな差を生む 

3. 申し立てを受けたことが明らかになった場合の意思決定 

4. 調査の実施 

5. 対応――調査完了後 

 



 

1. 調査に関する意思決定が調査監査

委員会にとって重要な理由 

企業では、事実の把握を目的として調査を行うケースが
増えている。こうした重要なリスクや不祥事・不適切事案に
かかわる調査（以下、単に調査をという）は、適切かつ客観
的に統括されることが期待されている。調査の統括は、取
締役会の中立的立場にある構成員が担う場合が多いが、
いずれかの時点で監査委員会のメンバーに監督が依頼さ
れることも多い。むしろ「依頼されるかどうか」ではなく、「い
つそうなるか」の問題だと言える。 

調査のきっかけとなる問題は多種多様で、財務報告に
おける不正、利益相反、ハラスメント、法規違反から、内部
告発者に対する報復にまで及ぶ。加えて、近年、企業に対
するサイバー攻撃が広がっており、セキュリティ侵害の内容、
時期、範囲について調査する必要が生じる場合もある。ま
た世界的に規制当局が贈収賄や腐敗行為に対する監視
を強化しているため、そうした問題に関する調査も増えて
いる。 

調査に関する決定の多くは、監査委員会に対する指示
である。なぜなら、コンプライアンス活動を監督するのは通
常、監査委員会であり、さらにITに関する監督責任も負う
ケースも半数を超えているからだ 1。「監査委員会 優れた
実務シリーズ」の本モジュールでは、申し立てがあった場合
の対応において監査委員会が果たす重大な役割に焦点を
当て、調査に関してどのように準備・実施・事後対応すべき
か、実践的なアドバイスを行っていく。 

 

 

企業では、事実の把握を目的として 
調査を行うケースが増えている。 
こうした調査活動は、適切かつ客観的
に統括されることが期待されている。 

2. 十分な準備が大きな差を生む 

申し立てが提起されると、企業は動揺する。それが公的
な申し立ての場合は、さらに深刻である。外部監査人、規
制当局、原告弁護人など外部関係者が注視する中で、調
査を迅速に完了せよという圧力にさらされることを覚悟しな
ければならない。このとき適切な準備をしていれば、非常
に助かる。反応が速くなり、手違いも避けられ、あらかじめ
熟考した効率的な調査プロセスを実施することができるか
らだ。 

申し立ての把握および情報伝達 

重大な申し立てに関して、取締役は経営者に対し、迅速
かつ定期的に情報を提供するよう求めるべきである。自社
の正式な報告プロセスやホットラインだけでなく、訴状、規

1 PwC「Directors and IT: What Works BestTM」 

制当局からの照会、マネージャーに対する苦情、内部監査
の結果といった情報源も活用して状況を把握しておく。監
査委員会がすぐに注目すべき重要事案が発生した場合、
それを容易に識別できるよう、申し立てを分類する枠組み
について、経営者と監査委員会の間で合意しておくことが
望ましい。最後に、報告の語調や方式についても、必要に
応じて合意・調整が必要である。 

適切な社外弁護士の確保 

調査の必要性に応え、これを実施する上で、通常、重要
な役割を果たすのが、弁護士である。弁護士は、問題の影
響について自身の意見を述べ、なすべき手続きを指示し、
必要な開示の相談に乗り、「秘匿特権付」情報への対応を
行うなどしてくれる。さらに、法的責任の可能性に関する助
言に協力することも可能である。社外弁護士を活用すれば、
中立性の欠如や社内調査チームにおける役割の相反によ
り調査が十分でなかった、という意見に反証することも可能
となる。将来問題が発生した場合に備え、調査の助言や実
施を依頼できる弁護士を事前に特定しておくことを考える
べきだろう。ただしその場合、特定した弁護士は「棚上げに
しておく」べきである。すなわち実際に調査が必要になるま
で、その弁護士の事務所から法務サービスを一切受けて
はならない。少なくとも重要性の高いサービスは受けない
ようにする。当該弁護士事務所の客観性を確保するためで
ある。 

依頼する社外弁護士は、申し立てられた問題の種類に
対処できるだけの信頼性、適切なスキル、経験や評判を有
し、ステークホルダーの期待に沿う人物であることが極めて
重要だ。そのため、自社に生じ得るさまざまな事象に関して、
異なる社外弁護士を選出し、必要に応じて依頼できるよう
にしておくとよい。 

ステークホルダーとのコミュニケーションの検討 

自社が重大なトラブルに直面した場合、主要ステークホ
ルダー（株主、従業員、取引先、貸し手、監査人、規制当
局）とのコミュニケーションの管理が重要になる。社内外で
確実なコミュニケーションを確保するための計画が必要とな
ることも多いため、危機の前に、PR会社を選出しておく企
業もある。また事前に社内でコミュニケーション指針を策定
し、外部当事者との協議手順やコミュニケーション方式、ま
た誰をスポークスマンにするかなどを定めている企業も
多い。 

主要規制当局の連絡窓口の把握 

調査中に、規制当局の支援、あるいは規制当局への対
処が必要になることがある。事件が起きる前に、どのような
関連機関があるかを確認しておくこと、さらにそうした機関と
接触を図っておくことも有益となり得る。事件の種類に応じ
て、異なる規制当局を確認しておく必要もあるだろう。例え
ば、サイバー犯罪の可能性に関する懸念が発生した場合、
FBIに連絡を取ることになる。 

重要なリスクや不祥事・不適切事案にかかわる調査への対応   3 
 

                                                           



机上訓練の実施 

不正行為の申し立てに対し、より有効かつ効率的に対応
できるようにするには、机上訓練を実施することも一案だ。
訓練を行えば、事案がどのように発生してくるのかが理解
でき、上級幹部や取締役は、それに対して自身がどんな役
割や責任を担うべきかが理解できるようになる。 

監査委員会の検討項目： 

 不正行為の申し立てがあった場合にそれを適切に分
類・評価する手順が整備されているか、重大な問題が
起きた場合、それを迅速に監査委員会に伝達するた
めの適切な手順が整備されているかどうかを評価す
る。 

 適格性と客観性を備えた弁護士その他のアドバイザー
の事前選出について検討する。 

 適切なコミュニケーション計画や社内手順の整備につ
いて検討する。 

 主要な規制当局との連絡を確立することの適切性につ
いて、経営陣を交えて協議する。 

 自社の対応計画をテストするため、「机上訓練」の実施
を検討する。 

3. 申し立てを受けたことが明らかに
なった場合の意思決定 

企業が問題のある行動について情報を得たら、できるだ
け速やかに調査を決定することが重要である。この決定に
ついては、有効な特定の手順または万能の解決策は存在
しない。しかし情報を得たら、まずは初期的な事実確認を
行い、申し立ての内容や実態を把握しなければならない。
次に、調査が必要かどうかという重大な判断を下すことが必
要となる。 

事案が発生する状況はそれぞれ異なり、社会の実態や
事実に左右されるものだが、多くの場合、取締役の積極的
な介入が必要である。不正発見プロセスによって問題が提
起されたら、その問題の重要性、深刻さ、潜在的範囲、そ
の対応の満足度を検討することが望ましい。追加調査が必
要かどうかは、報告済みの決算や業務、内部統制に重要
な影響を及ぼす恐れがある状況か、あるいは上級幹部が
関与している恐れがあるかどうかを検討して判断することが
望ましい。また、その他の要素として、事業への影響や法
的影響の可能性、法令に抵触する可能性、さらには問題
が自社のための行為に関連するものか、もしくは個人的な
ものか、も検討する。弁護士など専門家との協議も有益で
あるし、場合によっては必須である。 

こうした事案への対応は、強いストレスのもとで膨大な時
間を費やさなければならない作業になることが考えられる。
追加調査をするかどうかは、株主や従業員のみならず、自
社の評判や当期純利益にも重大な影響を及ぼすこともあり
得る重大な決定である。嫌疑のかけられた従業員に休暇を
取らせ、その従業員の代役となる臨時の要員を指名するこ
とも考えなければならないかもしれない。対応が十分でな
い場合、不首尾に終わった調査について延々と報道される

など自社にマイナスとなる状況につながり、自社のブランド
がさらに毀損し、訴訟の可能性が高まることにもなりかねな
い。加えて、議決権行使助言会社では、取締役が信頼でき
る調査を行わなかったときには、当該取締役への反対投票
を推奨している。 

4. 調査の実施 

調査チームの選抜 

調査の開始に当たって、監査委員会がまずすべきことは、
適切な調査チームの設置である。最初に考慮すべきことは、
社内の人材に調査を実施させるのか、それとも中立的第三
者を活用するのか、ということである。 

調査内容によっては、社内の人材の方が適切な場合が
ある。とは言え、社内の人材が客観性を備えているかどうか、
外部監査人や規制当局など主要ステークホルダーの要望
に応えられるかどうかについて、検討することが肝要である。
申し立てがそれほど重大でない場合には、社内の法務部
門または内部監査部門が調査を行うことも多い。社内人材
を活用すれば組織のナレッジが生かされ、効率も費用対効
果も高いからだ。しかしながら、重大な問題への対処となる
と、それに必要な客観性または経験を、社内の人材が常に
有しているとは限らない。例えば上級幹部に対する申し立
てや、専門知識または語学スキルを要し、社内チームの能
力を超える調査の場合などがその例である。 

同様に「自社のことを分かっている」という理由で、自社
が通常契約している社外弁護士に調査を実施させる傾向
がみられる。だが、社外弁護士と経営者の結びつきにより、
弁護士の客観的能力が損なわれる恐れがある。自社また
は個人に対する訴訟または規制当局による調査において
も、その弁護士が弁護人を務める予定になっているときに
は、なおさらである。有用な経験則からすると、弁護士に求
められる中立性のレベルは、申し立て事項の深刻度に直
接比例する。最初に調査担当者の選任を慎重に検討して
おけば、調査の途中でチームの変更が必要になるといった
非効率を排除することができる。ただし、社内調査の進展
に従い、中立性を有する弁護士と契約すべきかどうかにつ
いての決定を、繰り返し再検討することは必要である。 

経済的な損失が発生するリスクがある場合や、深刻な訴
訟リスクがある場合、あるいは経営幹部が関与している恐
れがある場合には、通常、取締役会レベル（多くの場合、
監査委員会）で、または取締役会の「特別委員会」（多くの
場合、監査委員会構成員を含む）により、調査の監督が行
われる。企業の重大な不正行為について信頼性の高い申
し立てが行われた場合には、取締役会に「特別委員会」を
設置することが賢明だと思われる。この特別委員会は利害
関係のない第三者で構成し、具体的な調査の監督責任を
負う。メンバーの選定には、細心の注意を払わなければな
らない。誰が調査を監督するにしても、調査チームは、調
査監督委員会への報告の内容や頻度について明確に理
解していることが肝要である。 
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調査範囲および調査手順の決定 

適切な監督機関を設け、調査チームが決定した後、新し
く組織されたチームがまずなすべきことは、調査の範囲を
定めることである。解明すべき疑問点や、実施しようとする
調査手順を明確に示すことが必要だ。範囲を決定する際
に犯しがちな誤りの一つが、ステークホルダーの期待や要
請を検討しないことである。調査の手順としては一般に、電
子財務記録の特定と内容の検討、システムのアクセスログ
の特定と検討、電子メールの特定と内容の検討、自社の帳
簿や記録の内容の検討などを行う。範囲と手順の決定に
おいて重要なことは、調査チームが独立的な立場で、自身
の経験と調査対象の申し立て内容に基づいて決定するこ
とである。決定した調査計画は、調査監督委員会の承認を
得る他、外部監査人や必要に応じて規制当局にも知らせ、
有益なフィードバックを受ける。 

企業は、問題を確実に特定し、是正するために、徹底し
た調査を実施することが望ましい。調査結果を公表した場
合、修正再表示した財務情報をさらに訂正したり、サイバー
攻撃を受けて被害顧客数を開示したりするケースは枚挙に
いとまがない。また監査委員会は、新たな調査結果が明ら
かになるに従い、調査が予想外の展開となる場合も多いと
いうことを、念頭においておくべきである。 

調査監督委員会への情報提供 

調査中、調査監督委員会と定期的にコミュニケーション
を取ることが必要不可欠である。社外コミュニケーションに
関してはメッセージの発信に重点を置くことが必要だが、事
実が全て明らかになる前に誤った詳細情報を公表し、編集
や修正を要することにならないよう注意を払う。とはいえ、問
題の開示まで時間がかかりすぎてはならない。これは微妙
なバランスであり、外部のノウハウが必要になることがある。 

調査監督委員会の検討項目： 

 適切なチームが調査に従事することを確認する。 

 取締役会の「特別委員会」の必要性を判断する。 

 調査チームから調査監督委員会への明確な報告ライ
ンを確立する。 

 客観性を備えた調査担当者が、適切な範囲や調査手
続きを定めることができるようにする。 

 柔軟な調査計画を立てる。調査が予定どおりに展開し
ないことも多い。 

 社内外のコミュニケーションの手順について、経営者と
協議する。 

 

有用な経験則からすると、弁護士に 
求められる中立性のレベルは、申し立
て事項の深刻度に直接比例する。 

困難な課題となる可能性がある要注意点 

この種の調査は長期的な問題にかかわるものが多いた
め、問題の全容を確認するのに何カ月、場合によっては何
年もかかる可能性がある。調査監督委員会は、この点を承
知しておくべきである。調査が当初の予想に比べて著しく
長期化し、費用も大幅に膨らむことが多々ある。明白な理
由を挙げて、調査を早く終わらせるよう強い圧力を受けるこ
とも考えられるが、そうした圧力に負けると、調査が十分で
あることを実証できないリスクが増大しかねない。 

調査チームが犯しがちな過ちは、実施した調査手順を
十分に文書化しないことである。記録がなければ、ステーク
ホルダーによる精査に対し、調査結果を適切に裏付けるこ
とができない。 

また情報開示については、規制当局でも企業が自主的
に開示・更新することを期待したり、推奨したりする場合が
ある。自主開示するかどうかの決定は複雑な要素をはらむ
問題であり、SEC（米国証券取引委員会）の規制による開
示の要否とは別の問題だが、しかし両者には関連性もある。
自主開示、SECの制度開示のいずれの場合も、弁護士の
アドバイスを受けることが必須である。 

申し立てが自社の財務報告に（定性的または定量的に）
重要な影響を及ぼす可能性がある場合、調査完了まで
SECへの財務報告を延期しようとする企業がある。しかし報
告を延期すると株価が下落したり、借り入れにかかわる制
限条項に抵触したり、資本市場へのアクセスが制限された
りする可能性がある。このように不都合な影響が生じる恐れ
がある以上、適時に情報開示することが重要なのは明らか
である。情報開示の遅れが原因で財務報告書提出に不必
要な遅延が生じると、コストがかさむ。同様に、投資家への
情報開示が不十分または誤ったものであると、頻繁に変更
や修正が必要になり、情報の信頼性が損なわれる可能性
がある。 

進捗の監視 

調査が開始されたら、調査を監督する委員会は進捗報
告を受けることが必要になる。調査結果や新たに特定され
た事項について、定期的な報告が必須である。調査監督
委員会は、その時点までの調査結果をもとに、計画された
調査範囲が適切であるかどうか、範囲の拡大または縮小が
必要かどうかについて継続的に意見を提供するべきで
ある。 

調査への対処には、経営者の多大な時間と労力を要す
る可能性があることに留意しなければならない。経営者は、
調査への取り組みと事業の順調な進行を両立しなければ
ならないが、このバランスは失われやすい。調査チームや
調査監督委員会がこの点に注意し、経営者が調査プロ
セスに過度に手を取られないよう十二分に配慮する事
が望ましい。半面、調査チームや監査委員会が、経営
者を調査に関するコミュニケーションの輪から完全に
外してしまうという過ちを犯しやすいという面もある。
証人になる可能性のある者とは、調査の範囲、手順、
調査結果について詳細な話をするべきではないが、経
営陣に対しては、果たすべき職務を効果的に計画・履
行できるよう、定期的に最新状況を提示しなければな
らない。 

 重要なリスクや不祥事・不適切事案にかかわる調査への対応   5 



最終結果の報告 

調査が完了、または完了間近となったら、調査結果の文
書化と報告に注意を向けることが必要になる。調査報告を
作成するかどうか、どのように作成するか、そしていつ作成
するかについては、さまざまな議論がある。書面による詳細
な報告を定期的に作成する調査担当者もいれば、スライド
資料に箇条書きで要点を記載する方式で作業結果を記載
する方を好む者もいる。さらには、書面による報告を一切作
成せず、調査結果をステークホルダーに口頭で伝達する
ケースもある。 

正解は一つではないが、可能な限りプロセスの早期の段
階で、上記の選択肢について検討することが肝要である。 
どのような方法で文書化されていても、経営者、外部監査
人、規制当局などステークホルダーが調査結果を精査し、
最終的に利用することになる。 

監査委員会がさまざまな報告方式のプラス面とマイナス
面とを比較検討する際には、次の事項について検討するこ
とが望ましい。 

 調査結果は、将来、社外に情報公開する場合にはそ
の基礎となることから、十分に吟味した上で記載しなけ
ればならない。 

 経営者は、財務報告や内部統制への影響の評価を裏
付けるため、調査手順や調査結果の文書化を考慮す
る必要がある。 

 報告が作成された場合、規制当局や外部監査人など
から、その利用を要請される可能性が高い。 
報告書における秘匿特権付情報の文書化が必要と考
えられるときには、自由に共有できる秘匿特権のない
調査報告とは別に作成することを検討する。 

 監査委員会や企業は、自らの受託者義務を果たした
証拠とするため、申し立てへの対応の記録を書面によ
り保持することを望む。 

監査委員会の検討項目： 

 自社の公の情報開示や規制当局への報告義務につ
いて話し合う。自主開示について検討する。 

 社外の専門家のアドバイスを求める。 

 進捗を監視し、経営者が事業経営に継続的に注力し
ていることを確認する。 

 さまざまな報告方式のプラス面とマイナス面について
慎重に検討し、常に、調査手順や調査結果の裏付け
となる適切な方法で文書化を行う。 

 調査において外部監査人やフォレンジック技術を
要する会計士の役割を理解する。 

 申し立てまたは調査結果の一部の開示が必要にな
る可能性について検討する。 

5. 対応――調査完了後 

調査完了後は、新たに判明した情報への対応や、適切
な改善措置の推奨といった重要な課題が、調査監督委員
会の役割となる。そのためには、アドバイザーの助力が必
要であるが、こうした意思決定に上級幹部が関与する場合、
アドバイザーの存在が特に有効である対応や是正措置を
決定するに当たっては、誰が不正行為に加担したか、誰が
それに気付いたか、彼らはどのような行動をしたか、または
するべきであったか、他に承知していた者がいたか、といっ
た重要な問題を議論する。そうした場においては客観性が
必要不可欠だが、社外アドバイザーの支援があれば、重要
なステークホルダーの観点も取り入れながら、十分な情報
に基づいた意思決定を行うことが可能になる。また自社の
内部統制制度についても、欠陥がないか、今回の事案にと
もなって公に開示が必要な点はないかを評価しなければな
らない。 

監査委員会の検討項目： 

 改善措置が十分であるか、専門家からの意見提供を
求める。 

 調査後、適切な懲戒処分を行い、正しい「経営者の姿
勢」を示し、企業文化を確立する。 

 調査結果への対応が規制当局の期待に応えたものと
なっているかどうか把握する。 

 特定された内部統制の欠陥を把握し、開示の必要性
を判断する。 

 

調査への対処には、経営者の多大な
時間と労力を要する可能性があること
に留意しなければならない。 
経営者は、調査への取り組みと事業の
順調な進行を両立しなければならない
が、このバランスは失われやすい。 
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